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で種々の架空線監視製品を開発・納入しており、その経験
を生かして、鉄塔上に設置する機器として、ソーラパネル
やバッテリの容量を小さくするとともに軽量化を実現する
ため、消費電力の最適化を行った。
写真3に集約装置の概観、写真4、5に今回使用した920 

MHzアンテナハウジング及びLTEのアンテナの外観を示
す。また、表3に集約装置の概略仕様を示す。

4.　評価状況
4－1　動作確認試験
写真６に示すように、当社内の実験場で情報収集端末を

課電状態の試験用送電線に装着して、下記の基本機能が安
定して動作することを確認した。

・ 装置が動作するための電力が得られること（自己発電
機能）

・ 送電線温度と電流値の物理量が測定できること（セン
シング機能）

・ 取得した物理量を情報収集端末No3⇒No2⇒NO1⇒
集約装置の経路で無線中継できること（伝送機能）

4－2　情報収集端末環境試験
既述の通り、情報収集端末は、送電線に直接装着される

ため、非常に高い信頼性を要求される。表4に示す環境試
験を、各種試験設備を用いて実施し、信頼性に問題ないこ
とを確認した。
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図5　集約装置ブロック図

写真3　集約装置本体外観

写真4　920MHzアンテナ
	 ハウジング

写真5　LTEアンテナ

表3　集約装置の概略仕様
項目 仕様 備考

電源 ソーラパネル+バッテリ
RF920無線部 ARIB-STD-T108準拠（1）

LTE無線部 ARIB STD-T63準拠（2）

測定間隔 10分間隔
寸法 H800×W45×D400(mm) 本体のみ

重量 約65Kg

№1

№2
№3

集約装置

写真6　課電状態での情報収集端末動作試験
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4－3　無線部の動作性能評価
本システムで使用するマルチホップ通信方式は、50ホッ

プまで動作するようにプログラミングを行った。情報収集
端末は、直線上に設置されるため、下流の装置（ID若番）
から上流（ID老番）の装置に向けて機器IDの大きい番号に
パケットを転送するようルーティングを行うことで、ネッ
トワーク構築時間を大幅に短縮している。また、独自デー
タ構造により不要データの送受信を削減し、伝送時間を短
縮することができ、リアルタイム性と省電力性の向上を実
現することができる。

マルチホップ中継試験については、社内で実験系を構築
し、50ホップ通信が可能であることを確認した。

伝送距離の評価は、直線上で大きな障害物が見通し上に
ないよう河川敷を使用して試験を行った。アンテナ高さを
5mとし、距離は、200m刻みで1,800mまで評価を行っ
た。1,200mまで、エラーフリーで安定した通信が可能、
1,400～1,800mまでは、フェージング等の影響により稀

に情報をロスすることはあるものの、ファームウェアの再
送機能などを実装することにより、運用上エラーフリーを
実現でき、伝送上問題ないことを確認した。

5.　今後の展望
ダイナミックレーティングシステムは、海外における他

社実証実験において送電容量を30％以上増加することが
できたとの報告例がある。また、本稿では、センシング方
法として電線に直接温度センサを設置する方式を検討した
が、電線周囲の気象情報（気温や風速など）を測定し、これ
まで一定条件で計算されていた定数を許容電流の算出に利
用することで、増容量化に寄与できるとの報告もある。本
システムの適用により電線温度や電流を直接測定できるよ
うにすることで、これまで十分な許容電流に関するデータ
がなかった送電線の運用実態から比べて、送電線の温度を
監視しながらより効率的に運用することができる。海外で
は、一部ダイナミックレーティングを使った運転制御への
フィードバックも実証されているが、国内では、自動での
運用制御を行うには、データの積み重ねにより送電設備の
実態を把握し、より確実な制御方法を確立して行くことが
必要と考えられる。今後再生可能エネルギー源として、風
力発電による発電量の大幅増加が見込まれており、国内で
も送電線周囲の温度情報を用いた送電容量の検討を行うプ
ロジェクトも始まっている。本システムを用いることで、
より送電容量の予測精度を向上させることが期待でき、効
率的な運用につながると考えられる。

また、本システムの適用範囲は、ダイナミックレーティ
ングのみに限られたものではない。例えば、本ダイナミッ
クレーティングシステムを、送電線に沿った通信インフラ
と見立てることができる。送電線が設置されている箇所
は、公衆回線の通信エリアから外れている場合もあり、昨
今注目されているLPWA（Low Power Wide Area）など
が使用できないエリアからも、送電線を無線伝送プラット
フォームとして活用することで、送電線周辺に設置された
各種のセンサの情報を伝送することができ、付加価値をつ
けることができる。例えば、山間部の気象情報、山の地滑
りセンサの情報などを伝送することが考えられる。

集約装置を通してデータ収集サーバに上げたデータは、
AIや機械学習を使って解析することで、保守・保全の効率
化、送電設備の寿命診断による延命化に役立てることも可
能と考えられる。

2018年度に本システムを使った電力会社での動作実証
を計画しており、長期間データの取得を行い、信頼性検証
を行った上で製品化を行う予定である。

6.　結　　言
今回開発した、実証実験機の評価・検証をさらに進めて

表4　情報収集端末　試験項目
No. 項目 内容
1 防水試験 50cm水没状態において動作確認
2 高温動作試験 105℃恒温槽内に12時間放置後、動作確認
3 低温動作試験 -20℃恒温槽内に12時間放置後、動作確認
4

耐熱試験
電線温度125℃で400時間放置後、動作確認

5 電線温度150℃で100時間放置後、動作確認
6 ヒートサイクル -20～105℃で100 サイクル実施後、動作確認

7 振動試験 電線ひずみ±0.01％で1千万回振動させた後、 
筐体の破損やネジの緩みがないことを確認

8 コロナ音試験 電位傾度10～16kV/cm でのコロナ音の確認
9 高電界試験 電位傾度10～20kV/cm での通信安定性の確認
10 強磁界試験 3,000Aの強磁界印加後、動作確認
11 短絡電流試験 電線に63KAを1秒間流した後、動作確認
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写真7　伝送距離評価場所
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いき送電線設備の保守・保全、設備運用の効率化に有用な
システムの開発を引き続き進めていく。
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